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 (証券コード　6111)

 平成23年６月13日

株 主 各 位 

 愛知県尾張旭市旭前町新田洞5050番地の１

 旭 精 機 工 業 株 式 会 社
 取 締 役 社 長  山  口    央

第62回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

　本年３月の東日本大震災により被災されました皆様には、心からお

見舞い申しあげます。　

　さて、当社第62回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成23年６月28日（火曜日）午後５時まで

にご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成23年６月29日（水曜日）午前10時

２．場 所 愛知県尾張旭市旭前町新田洞5050番地の１

当会社本店

３．目 的 事 項  

　報 告 事 項 第62期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）事業

報告及び計算書類報告の件

　決 議 事 項  

　第１号議案 剰余金の処分の件

　第２号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（http://www.asahiseiki-mfg.co.jp/）に掲載
させていただきます。

◎株主総会終了後、株主の皆様との懇談の場を設けておりますので、お気軽にご
出席いただきご意見などを賜りたいと存じます。
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（提供書面）
　

事　 業　 報 　告

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　

１．会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

①　事業の全般的状況

　当期におけるわが国経済は、アジア新興国を中心とする海外経済の回復

や政府の経済政策の効果等により持ち直しの動きがみられたものの、急激

な円高、デフレの長期化、高水準の失業率など本格的な景気回復には至ら

ず、引続き厳しい状況で推移いたしました。

　このような状況のもと当社は、コスト削減活動の徹底や生産性の向上に

注力するとともに、新製品の開発や積極的な営業活動を行ってまいりまし

た結果、当期の売上高は116億4千万円と前期比13.9％の増加、営業利益は

5億1百万円と前期比166.2％の増加、経常利益は4億4千万円と前期比125.1％

の増加、当期純利益は2億1千2百万円と前期比122.5％の増加となりました。

②　事業の部門別状況

区 分 受 注 高 売 上 高

精 密 加 工 事 業 部         

精 密 金 属 加 工 品 4,262,935千円 4,222,819千円

小 口 径 銃 弾 4,059,290 3,566,917

そ の 他 430 430

小　　　　計 8,322,655 7,790,167

機 械 事 業 部         

プ レ ス 機 械 1,477,285 1,895,763

航 空 機 部 品 935,943 863,561

自 動 機 ・ 専 用 機 545,651 549,465

ば ね 機 械 492,052 393,084

そ の 他 304,581 148,002

小　　　　計 3,755,514 3,849,877

合　　　　計 12,078,170 11,640,044
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ａ．精密加工事業部

　精密加工事業部における当期の売上高は、77億9千万円と前期比6.9％

の増加となりましたが、その内容は以下のとおりです。

　・精密金属加工品

　　　当期の売上高は、主力の水晶振動子用ケースや自動車関連部品を

中心に増加したことなどから、42億2千2百万円と前期比15.8％の増

加となりました。

　・小口径銃弾

　　　当部門の売上高は政府の予算執行に左右されますが、当期の売上

高は35億6千6百万円と前期比1.9％の減少となりました。

ｂ．機械事業部

　機械事業部における当期の売上高は、38億4千9百万円と前期比31.4％

の増加となりましたが、その内容は以下のとおりです。

　・プレス機械

　　　当期の売上高は、主に電池ケース加工用プレスの増加により、18

億9千5百万円と前期比58.7％の増加となりました。

　　・航空機部品

　　　当期の売上高は、旅客機用部品の受注減から、8億6千3百万円と前

期比8.8％の減少となりました。

　　・自動機・専用機

　　　　当期の売上高は、自動車関連向けが大幅に増加したことから、5億

4千9百万円と前期比90.7％の大幅な増加となりました。

　　・ばね機械

　　　当期の売上高は、低価格機種を中心に売上台数が増加し、3億9千

3百万円と前期比0.7％の増加となりました。

　

(2) 設備投資の状況

　当期中に実施いたしました設備投資は総額4億5千3百万円で、その主なもの

は小口径銃弾製造設備の更新に3億1千5百万円及び精密金属加工品製造設備の

拡充・合理化に5千万円であります。

　

(3) 資金調達の状況

　該当事項はありません。　
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(4) 対処すべき課題

　平成23年３月に発生しました東日本大震災において、当社は人的被害や建

物及び生産設備等への直接的な被害はありませんでした。

　しかしながら、今後のわが国経済は、震災が及ぼす影響が不透明なうえ、

デフレや原油価格の上昇などの景気の下振れリスクがあるなど、厳しい状況

で推移するものと思われます。

　このような情勢に対処するため、当社は、積極的な営業活動を強力に推進

するとともに、一層の生産性の向上、更なるコスト削減の徹底、付加価値の

高い製品の開発などに取り組んで、業績の向上に向け鋭意努力してまいりま

す。

　株主の皆様におかれましては、今後ともなにとぞ格別のご理解とご支援を

賜りますようお願い申しあげます。

 

(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第59期

平成19年度
第60期

平成20年度
第61期

平成21年度
第62期(当期)
平成22年度

受 注 高（千円） 15,956,841 11,478,290 9,730,205 12,078,170

売 上 高（千円） 15,159,703 12,903,956 10,214,194 11,640,044

経 常 利 益（千円） 655,692 111,938 195,475 440,026

当 期 純 利 益（千円） 392,068 53,691 95,357 212,201

１株当たり当期純利益 （円） 13.56 1.85 3.30 7.41

総 資 産（千円） 18,605,844 16,379,854 16,653,935 16,802,090

純 資 産（千円） 12,074,928 11,354,511 11,477,224 11,457,688

（注）１．第59期においては、精密金属加工品やプレス機械等の売上高が増加したものの、原材

料費の増加及び減価償却費の増加などから、当期純利益は前期に比べて減少となりま

した。

　　　２．第60期においては、世界的な金融危機の影響などにより精密金属加工品やばね機械等

の売上高が減少し、当期純利益は前期に比べて減少となりました。

３．第61期においては、世界的な景気低迷が続くなか、プレス機械等の売上高が減少した

ものの、コスト削減活動の徹底等を図った結果、当期純利益は前期に比べて増加とな

りました。

４．第62期（当期）の状況につきましては、「(1)事業の経過及びその成果」に記載のとお

りであります。　
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(6）主要な事業内容（平成23年３月31日現在）

　精密金属加工品、小口径銃弾、プレス機械、航空機部品、自動機・専用機、

ばね機械等の製造及び販売を行っております。

 

(7）営業所及び工場（平成23年３月31日現在）

本 社 及 び 工 場 愛知県尾張旭市旭前町新田洞5050番地の１

東 京 支 店 東京都文京区湯島一丁目６番３号

大 阪 営 業 所 大阪府吹田市江坂町一丁目13番41号

　

(8）使用人の状況（平成23年３月31日現在）

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

490名 8名増 42.7歳 18.2年

（注）　使用人数は就業人員数（当社から社外への出向者を除く。）であります。

　

(9）重要な親会社及び子会社の状況（平成23年３月31日現在）

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

　

②　子会社の状況

　重要な子会社は有しておりません。

　

(10）借入先及び借入額（平成23年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 613百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 327

株 式 会 社 名 古 屋 銀 行 260
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２．会社の株式に関する事項（平成23年３月31日現在）

(1）発行可能株式総数 58,249,000株　

(2）発行済株式の総数 30,887,396株　

(3）株主数 2,447名　

(4）大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

オ ー ク マ 株 式 会 社 5,509千株 19.35％

古 河 電 気 工 業 株 式 会 社 4,958 17.41

旭 化 成 ケ ミ カ ル ズ 株 式 会 社 1,689 5.93

三 谷 伸 銅 株 式 会 社 1,190 4.18

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,060 3.72

角 田 　 博 898 3.15

東京海上日動火災保険株式会社 865 3.03

岡 谷 鋼 機 株 式 会 社 846 2.97

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 565 1.98

株 式 会 社 名 古 屋 銀 行 450 1.58

（注）１．当社は、自己株式を2,423千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。　

　

３．会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。　
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４．会社役員に関する事項

(1）取締役及び監査役の氏名等（平成23年３月31日現在）

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

山 　 口 　 　 　 央 取締役社長（代表取締役）  

神 戸 昌 之
常務取締役（人事総務部・経理部担当
兼東京支店長兼情報システム部長）

 

中 　 谷 　 　 　 孝 常務取締役（精密加工事業部長）  

阿 比 留 　 憲 　 史 常務取締役（機械事業部長） 　

夏 目 季 佳
取締役（機械事業部副長兼工務部
長兼技術情報開発室担当）

　

安 藤 　 充
取締役（精密加工事業部副長兼
第一製造部長）

　

花 　 木 　 義 　 麿 取 締 役 オークマ株式会社代表取締役社長

中 野 耕 作 取 締 役 　

伊 藤 　 彰 取 締 役  

伊 藤 孝 弘 常 勤 監 査 役 　

桂 川 孝 司 常 勤 監 査 役 　

岡 　 谷 　 篤 　 一 監 査 役
岡谷鋼機株式会社代表取締役社長
オークマ株式会社社外取締役　

小 　 林 　 邦 　 宏 監 査 役 　

（注）１．平成22年６月29日開催の第61回定時株主総会において、夏目季佳、安藤充、中野耕作

及び伊藤彰の４氏が取締役に、桂川孝司氏が監査役にそれぞれ選任され就任いたしま

した。

　　　２．第61回定時株主総会終結の時をもって、専務取締役白木恒朋、常務取締役中野喜得、

取締役和田紘、取締役都筑馨太の４氏が退任いたしました。

３．取締役花木義麿、取締役中野耕作及び取締役伊藤彰の３氏は、社外取締役であります。

４．監査役岡谷篤一及び監査役小林邦宏の両氏は、社外監査役であります。

５．常勤監査役伊藤孝弘及び常勤監査役桂川孝司の両氏は、長年にわたり当社経理部で経

理業務の経験を重ねてきており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するもの

であります。

６．監査役小林邦宏氏は、名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員であります。

７．取締役伊藤彰氏は、平成23年３月31日付で取締役を辞任により退任いたしました。　
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(2）取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 人 員 報酬等の額 摘 要

取 締 役
( う ち 社 外 取 締 役 ）

13名
（５）

113,010千円
（13,720）

    

監 査 役
( う ち 社 外 監 査 役 ）

４
（２）

30,346
（9,240）

    

合 計
( う ち 社 外 役 員 ）

17
（７）

143,356
（22,960）

    

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役及び監査役の報酬等の額には、当期における役員退職慰労引当金繰入額28,315

千円が含まれております。

３．取締役の報酬限度額は、平成元年６月29日開催の第40回定時株主総会において月額

15,000千円以内と決議しております。

４．監査役の報酬限度額は、平成22年６月29日開催の第61回定時株主総会において月額

3,000千円以内と決議しております。

　　

　 上記の他、平成22年６月29日開催の第61回定時株主総会の決議に基づき

役員退職慰労金を次のとおり支給しております。

　 ・退任取締役　４名　71,448千円

　 ・上記のうち社外取締役２名に対して13,510千円

 　各金額には、過年度の事業報告において、役員の報酬等の総額に含めた

退職慰労金の繰入額29,162千円（うち社外取締役分3,640千円）が含ま

れています。　

　　

(3）社外役員に関する事項

①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

　　・取締役花木義麿氏は、当社の大株主であるオークマ株式会社の代表取
締役社長であり、当社は同社から機械部品等を購入しております。

　　・監査役岡谷篤一氏は、当社の大株主である岡谷鋼機株式会社の代表取

締役社長であり、当社は同社から材料を購入している他、同社に精密

金属加工品等を販売いたしております。

　

②　他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

　　・監査役岡谷篤一氏は、当社の大株主であるオークマ株式会社の社外取

締役であり、当社は同社から機械部品等を購入しております。
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③　当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役

花 木 義 麿
当事業年度に開催された取締役会６回のうち４回に
出席し、当社の経営課題等について独立した客観的
な見地から質問し、意見を述べております。

中 野 耕 作
取締役就任後に開催された取締役会４回のうち３回
に出席し、当社の経営課題等について独立した客観
的な見地から質問し、意見を述べております。

伊 藤 　 彰
取締役就任後に開催された取締役会４回のうち４回
に出席し、当社の経営課題等について独立した客観
的な見地から質問し、意見を述べております。

監 査 役

岡 谷 篤 一

当事業年度に開催された取締役会６回のうち３回に
出席し、当社の経営課題等について独立した客観的
な見地から質問し、意見を述べております。
また、当事業年度に開催された監査役会５回のうち
４回に出席し、監査結果等についての意見交換、協
議等を行っております。

小 林 邦 宏

当事業年度に開催された取締役会６回のうち６回に
出席し、当社の経営課題等について独立した客観的
な見地から質問し、意見を述べております。
また、当事業年度に開催された監査役会５回のうち
５回に出席し、監査結果等についての意見交換、協
議等を行っております。

　

④　責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第423条第１項の賠

償責任について、法令に定める要件に該当する場合には賠償責任を限定す

る旨の責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限

度額は法令で定める最低責任限度額であります。
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５．会計監査人の状況

(1）会計監査人の名称 東陽監査法人

　

(2）当事業年度に係る報酬等の額

　 支 払 額

①　公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬等の額 20,500千円

②　当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の

利益の合計額
20,500

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、

①の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　

(3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める解任事由に該当

する状況にあり、かつ改善の見込みがないと判断した場合は、監査役全員の

同意に基づき監査役会が会計監査人を解任し、または取締役会に対し解任ま

たは不再任に関する議案を株主総会に付議するよう請求いたします。
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６．会社の体制及び方針

　業務の適正を確保するための体制

(1）取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するため

の体制

　企業行動憲章の制定をはじめとするコンプライアンス体制にかかる規程

を整備し、役職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための

行動規範とする。

　また、その徹底を図るため、人事総務部においてコンプライアンスへの

取り組みを組織横断的に統括することとし、システムの構築、維持管理を

行う。内部監査室はこれらの活動及び遵守状況を監査する。

　これらの活動は定期的に取締役会及び監査役に報告されるものとする。

　法令上疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段とし

て内部通報制度を設置・運営する。

　

(2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的

媒体（以下、文書等という）に記録し、保存する。取締役及び監査役は、

文書管理規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

　

(3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理基本規程に基づき､取締役社長はリスク管理の統括責任者であ

るリスク管理責任者に就任するとともに、リスク管理委員会を設置して委

員長として当社のリスク管理に関する基本方針､対策等について決定し、当

該決定に基づき部署ごとに設置するリスク管理担当者が各部署毎のリスク

管理活動を行う。

　内部監査室は各部署ごとのリスク管理の状況を監査する。

　これら活動の状況及び内部監査室による監査の結果は取締役会及び監査

役に報告されるものとする。

　

(4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は取締役、社員が共有する全社的な目標を定め、担当取締役は

その目標達成のために各部門の具体的目標及び達成の方法を定め、取締役

会が定期的に進捗状況をレビューし、改善を促すことを内容とする全社的

な業務の効率化を実現するシステムを構築する。
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(5）当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

　子会社の事業に関して責任を負う取締役を任命し、法令遵守体制、リス

ク管理体制を構築する権限と責任を与え、当社の人事総務部はこれらを推

進し、管理する。

　

(6）監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助する組織を人事総務部とし、補助者は置かないもの

とする。従って独立性に関する定めは存在しない。

　

(7）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制

　取締役または使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社に重

大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、内部通報制度による通報状

況等その他取締役と監査役で取り決めた事項をすみやかに報告する体制を

整備する。

　

(8）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役と取締役社長との間の定期的な意見交換会を設定する。

　

(9）財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

　財務報告の信頼性と適正性を確保するために、規程及び関連文書の整備

を行うとともに、その仕組みが適正に機能することを評価し、必要に応じ

是正を行うシステムを構築する。また、内部統制推進委員会を設置して、

これらの活動を支援・促進する。内部監査室は体制の整備・運用状況を評

価する。

　これらの活動の状況は取締役会及び監査役会に報告されるものとする。
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貸　借　対　照　表
（平成23年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）  （負　債　の　部）  

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

その他の流動資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

施 設 利 用 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

長 期 預 金

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

10,378,060

5,001,136

149,396

2,854,174

187,330

1,399,102

659,412

2,263

106,719

34,225

△15,700

6,424,029

4,375,857

1,729,615

94,335

1,870,198

15,510

70,700

572,428

1,897

21,170

88,996

77,998

9,041

1,956

1,959,175

850,835

476,700

4,699

630

306,018

300,000

24,989

△4,699

流 動 負 債 4,100,466

支 払 手 形 1,197,747

買 掛 金 804,734

短 期 借 入 金 1,200,000

リ ー ス 債 務 2,924

未 払 金 191,848

未 払 費 用 144,934

未 払 法 人 税 等 143,935

未 払 消 費 税 等 60,736

前 受 金 50,217

預 り 金 14,333

賞 与 引 当 金 196,426

設備関係支払手形 92,626

固 定 負 債 1,243,935

リ ー ス 債 務 8,561

退 職 給 付 引 当 金 1,095,711

役員退職慰労引当金 139,662

負 債 合 計 5,344,401

（純 資 産 の 部）  

株 主 資 本 11,122,262

資 本 金 4,175,416

資 本 剰 余 金 3,468,202

資 本 準 備 金 3,468,202

利 益 剰 余 金 3,817,954

利 益 準 備 金 449,500

その他利益剰余金 3,368,454

固定資産圧縮積立金 4,550

別 途 積 立 金 2,392,500

繰越利益剰余金 971,403

自 己 株 式 △339,311

評価・換算差額等 335,425

その他有価証券評価差額金 335,425

純 資 産 合 計 11,457,688

資 産 合 計 16,802,090 負 債 及 び 純 資 産 合 計 16,802,090
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損　益　計　算　書

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高     11,640,044

売 上 原 価     9,868,104

売 上 総 利 益     1,771,939

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     1,270,071

営 業 利 益     501,868

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 799     

受 取 配 当 金 18,563     

雑 収 入 57,508 76,871

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 9,675     

雑 支 出 129,038 138,713

経 常 利 益     440,026

特 別 利 益   

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 1,774 1,774

特 別 損 失   

固 定 資 産 売 却 損 15,758     

固 定 資 産 除 却 損 15,050     

投 資 有 価 証 券 評 価 損 33,791 64,600

税 引 前 当 期 純 利 益     377,199

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 183,127     

法 人 税 等 調 整 額 △18,129 164,998

当 期 純 利 益     212,201
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株主資本等変動計算書

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（単位：千円）

 

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

平成22年３月31日残高 4,175,416 3,468,202 1,198 3,469,401 449,500 4,779 2,392,500 975,454 3,822,234 △332,026 11,135,026

事業年度中の変動額            

固定資産圧縮
積立金の取崩

－ － － － － △229 － 229 － － －

剰余金の配当 － － － － － － － △158,880 △158,880 － △158,880

当 期 純 利 益 － － － － － － － 212,201 212,201 － 212,201

自己株式の取得 － － － － － － － － － △66,084 △66,084

自己株式の消却 － － △1,198 △1,198 － － － △57,601 △57,601 58,799 －

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

－ － － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － △1,198 △1,198 － △229 － △4,050 △4,280 △7,284 △12,763

平成23年３月31日残高 4,175,416 3,468,202 － 3,468,202 449,500 4,550 2,392,500 971,403 3,817,954 △339,311 11,122,262

 

評価・換算差額等
純資産
合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算
差額等合計

平成22年３月31日残高 342,198 342,198 11,477,224

事業年度中の変動額    

固定資産圧縮
積立金の取崩

－ － －

剰余金の配当 － － △158,880

当 期 純 利 益 － － 212,201

自己株式の取得 － － △66,084

自己株式の消却 － － －

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△6,772 △6,772 △6,772

事業年度中の変動額合計 △6,772 △6,772 △19,536

平成23年３月31日残高 335,425 335,425 11,457,688
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①　子会社株式

　総平均法による原価法

②　その他有価証券

(ｲ) 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は総平均法により算定）

(ﾛ) 時価のないもの

　総平均法による原価法

(2) たな卸資産

①　製品・仕掛品

総平均法による原価法及び個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）

②　原材料・貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に

より算定）

　

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。なお、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法によっております。

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

①　建物及び構築物 10～50年

②　機械装置及び車両運搬具 ４～10年

③　工具器具備品 ２～６年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、労働組合との協定に基づく期間対応額を計上しており

ます。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。

　なお、会計基準変更時差異（512,728千円）については、15年による均等額を費用処理し

ております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。

（追加情報）

　当社は、平成22年4月1日に適格退職年金制度から確定給付企業年金制度へ移行し、「退

職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第1号）を適用しており

ます。なお、この移行により過去勤務債務が1億5千2百万円発生し、平均残存勤務期間以内

の一定の年数（14年）で均等償却しております。

(4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額の100％を計上しており

ます。

　

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

５．会計処理方法の変更

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年

3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

21号　平成20年3月31日）を適用しております。

なお、これによる損益への影響はありません。
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（貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産

①　建物 54,091千円

②　機械及び装置 11,226千円

③　土地 53,274千円

担保に係る債務

短期借入金 613,000千円

　
２．有形固定資産の減価償却累計額 18,332,981千円

　
３．関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債務 24,114千円

　

（損益計算書に関する注記）

　関係会社との取引高

①　営業取引による取引高

仕入高 351,915千円

②　営業取引以外の取引高 24,737千円

　

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 30,887,396株

　
２．当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 2,423,667株

　
３．剰余金の配当に関する事項

(1) 当事業年度中に支払った配当金

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

平成22年６月29日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 158,880千円 5.5円 平成22年３月31日 平成22年６月30日

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

平成23年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 156,550千円 利益剰余金 5.5円 平成23年３月31日 平成23年６月30日
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（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産     　

賞与引当金 78,334千円

退職給付引当金 436,969 　

役員退職慰労引当金 55,697 　

投資有価証券評価損 158,370 　

その他 77,969 　

繰延税金資産小計 807,342 　

評価性引当額 △202,554 　

繰延税金資産合計 604,787 　

繰延税金負債     　

固定資産圧縮積立金 △3,018 　

その他有価証券評価差額金 △189,031 　

繰延税金負債合計 △192,050 　

繰延税金資産の純額 412,737 　

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目

別の内訳

法定実効税率 39.8％

（調整）     　

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3 　

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.0 　

住民税均等割 1.9 　

評価性引当額の増減 0.7 　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.7 　

　
（リースにより使用する固定資産に関する注記）

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、主にコンピュータその他周辺機器について所有権移

転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

　　当社は、資金運用については預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入によっ

ております。

　　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っ

ております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに

時価の把握を行っております。

　　支払手形、設備関係支払手形及び買掛金は、４ヵ月以内の支払期日であります。また、短

期借入金の使途は運転資金であります。

　　デリバティブ取引は、取引権限等を定めた社内規程に従い、実需の範囲で行うこととして

おります。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　　平成23年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。

           （単位：千円）　

　
貸借対照表計上額

(*1)
時価(*1) 差額

　(1)現金及び預金 5,001,136 5,001,136 －

　(2)受取手形及び売掛金 3,003,570 3,003,570 －

　(3)投資有価証券及び関係会社株式

　　 その他有価証券

　

1,248,536

　

1,248,536

　

－

　(4)破産更生債権等 4,699 － －

　   貸倒引当金(*2) △4,699 － －

　　　　計 － － －

　(5)長期預金 300,000 300,000 －

　(6)支払手形、設備関係支払手形及び買掛金 (2,095,108) (2,095,108) －

　(7)短期借入金 (1,200,000) (1,200,000) －

　(8)デリバティブ取引 22 22 －

　　(*1)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

　　(*2)破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。　　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項　

　　(1)現金及び預金並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。　
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　　(3)投資有価証券及び関係会社株式

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する貸借対照表計上額と

取得原価との差額は以下のとおりであります。　

項目 種類
貸借対照表計上額

(千円）
取得原価(千円) 差額(千円)

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えるも

の

(1）株式 958,346 381,344 577,002

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 958,346 381,344 577,002

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えない

もの

(1）株式 287,669 339,383 △51,713

(2）債券 － － －

(3）その他 2,521 3,351 △830

小計 290,190 342,734 △52,544

合計 1,248,536 724,079 524,457

また、その他有価証券で33,791千円の減損処理を行っております。

　　(4)破産更生債権等

破産更生債権等については、全額貸倒引当金を計上しております。

　　(5)長期預金

預金の利率は半年で変動するため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。　

　  (6)支払手形、設備関係支払手形及び買掛金並びに(7)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

　　(8)デリバティブ取引

　    ①ヘッジ会計が適用されていないもの　

　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、決算日における契約額又は

契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次

のとおりであります。

　通貨関連（時価の算定方法は、先物為替相場によっております。）

区分 種類

当事業年度（平成23年3月31日現在）

契約金額等

（千円）

契約金額等のうち

１年超(千円)
時価(千円)

評価損益

（千円）

市場取

引以外

の取引

為替予約取引                 

売建                 

米ドル 2,082 － 2,060 22

計 2,082 － 2,060 22
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　　　 ②ヘッジ会計が適用されているもの　

　該当するものはありません。　

（注２）非上場株式及び子会社株式（貸借対照表計上額79,000千円）は、市場価格がなく、かつ

将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難

と認められるため、「(3)投資有価証券及び関係会社株式　その他有価証券」には含めて

おりません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

項目 1年以内 1年超5年以内

現金及び預金

受取手形及び売掛金

投資有価証券及び関係会社株式　

　その他有価証券のうち満期があるもの

長期預金

5,001,136 －

3,003,570

 

－

－

－

　

2,521

300,000

合計 8,004,706 302,521

　　　

（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

主要株主
(会社等)

古河電気工業
株式会社

被所有
直接17.54％

古河電気工業株
式会社製造の金
属材料の仕入

丹銅条他の
仕入

466,845千円
支払手形及
び買掛金

125,339千円

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．当社の主要株主であるオークマ株式会社は、取引金額に重要性がありませんので記載

を省略しております。

２．古河電気工業株式会社からの仕入については、見積りを入手し、協議の上価格を決定

しております。

３．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が

含まれております。以下、「２．子会社及び関連会社等」及び「３．役員及び個人主

要株主等」の各表も同様であります。
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２．子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社
株式会社アス
テックス

所有
直接  100％

株式会社アステ
ックス製造の金
型の仕入及び当
社製品の検査等

金型の仕入
他

133,299千円 買掛金 7,809千円

精密金属加
工品の検査
他

210,156千円 未払金 12,214千円

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）株式会社アステックスからの仕入については、見積りを入手し、協議の上価格を決定して

おります。

　

３．役員及び個人主要株主等

種 類 氏 名
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

役員 岡谷篤一 －

当社監査役
当社の得意先で
ある岡谷鋼機株
式会社の代表取
締役社長

精密金属加
工品他の売
上

111,540千円 売掛金 27,408千円

黄銅板他の
仕入

322,675千円 買掛金 166,785千円

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．岡谷鋼機株式会社との取引はいわゆる第三者のための取引であります。

２．岡谷鋼機株式会社への売上については、当社が希望価格を提示し、交渉の上価格を決

定しております。

３．岡谷鋼機株式会社からの仕入については、見積りを入手し、協議の上価格を決定して

おります。

　

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 402円53銭

　 　

２．１株当たり当期純利益金額 7円41銭

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

当期純利益 212,201千円

普通株主に帰属しない金額 －千円

普通株式に係る当期純利益 212,201千円

普通株式の期中平均株式数 28,604千株

　

（その他の注記）

  記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成23年4月26日 

 旭精機工業株式会社  

 取締役会　御中  

 東陽監査法人  

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 市 川 康 夫 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 谷 本 勝 則 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 髙 津 清 英 

 

 　

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、旭精機工業株式

会社の平成22年4月1日から平成23年3月31日までの第62期事業年度の計算書類、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並

びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及び

その附属明細書に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細

書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及

びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の

結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附

属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成22年4月1日から平成23年3月31日までの第62期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況および結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会

その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲

覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査いた

しました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令お

よび定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適

正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項および

第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基

づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役および使

用人等からその構築および運用の状況について定期的に報告を受け、必要

に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会

社の取締役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社か

ら事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事

業報告およびその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会

社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を

受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年

度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書およ

び個別注記表）およびその附属明細書について検討いたしました。
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一  事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の

状況を正しく示しているものと認めます。

二  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三  内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容およ

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果

　会計監査人東陽監査法人の監査の方法および結果は相当であると認め

ます。

　

 

 平成23年5月2日  

 旭 精 機 工 業 株 式 会 社 　 監 査 役 会  

 

常 勤 監 査 役 伊 藤 孝 弘 

常 勤 監 査 役 桂 川 孝 司 

社 外 監 査 役 岡 谷 篤 一 

社 外 監 査 役 小 林 邦 宏 

 

以　上
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株主総会参考書類

　

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　当期の配当につきましては、安定的な配当の維持と、経営基盤の強化及び今後

の事業展開に必要な内部留保に配慮しつつ、当社をとりまく環境等を勘案して、

次のとおりといたしたいと存じます。

　①　配当財産の種類

　　　金銭

②　株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金５円50銭　　総額156,550,510円

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成23年６月30日

　

第２号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

平成23年３月31日をもって取締役を退任されました伊藤彰氏に対し、在任中の

労に報いるため退職慰労金を、当社の定める一定の基準に従い、相当額の範囲内

で贈呈いたしたいと存じます。

なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等については、取締役会にご一任

願いたいと存じます。

退任取締役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

い

伊
とう

藤 　
あきら

彰
平成22年６月　当社取締役（社外取締役）

平成23年３月　当社取締役（社外取締役）辞任

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上　



株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
　

会場：愛知県尾張旭市旭前町新田洞5050番地の１

当会社本店

　

印場西 印場東 

庄中町 庄中町塚坪 

旭前 砂川 

西中北 

旭前 印場 
名鉄瀬戸線 

城前町茅池 旭前駅北

瀬戸街道 

城山街道 

旭 街 道

旭精機工業㈱ 

東
名
高
速
道
路

至
栄
町

至
名
古
屋

至
尾
張
瀬
戸

至
瀬
戸

　

交通：名鉄瀬戸線旭前駅下車北へ徒歩約３分


